
◎日本国憲法の改正手続に関する法律の一部を改正する法律 
（令和三年六月一八日法律第七六号）（衆）   

一、 提案理由（平成三〇年七月五日・衆議院憲法審査会） 

○細田（博）議員 ただいま議題となりました日本国憲法の改正手続に関する法律の一

部を改正する法律案につきまして、提出者を代表いたしまして、その趣旨及び概要を御

説明申し上げます。 

 日本国憲法の改正手続に関する法律、いわゆる国民投票法は、平成十九年に制定され、

平成二十六年に、選挙権年齢等の引下げなど、制定時に残されたいわゆる三つの宿題に

対応するための法改正が行われましたが、その後、平成二十八年に、公職選挙法の数度

にわたる改正により、投票環境向上のための法整備がなされております。 

 本法案は、このような既に実施されている投票環境向上のための公職選挙法改正と同

様の規定の整備を、国民投票法についても行うものであります。 

 次に、本法案の主な内容を御説明申し上げます。 

 第一に、投票人名簿の内容確認手段について、個人情報保護の観点から、従来の縦覧

制度を廃止し、公職選挙法と同様に、閲覧できる場合を明確化、限定した閲覧制度を設

けることとしております。 

 第二に、公職選挙法においては在外選挙人名簿への登録について出国時申請の制度が

創設されましたが、この制度を利用した者が、出国の時期によっては、国民投票の在外

投票人名簿に自動的に反映されないケースが出てまいりましたので、その谷間を埋める

ような規定を整備しております。 

 第三に、投票日の当日、市町村内のいずれの投票区に属する投票人も投票することが

できる共通投票所を設けることができる制度を創設しております。 

 第四に、期日前投票事由に天災や悪天候の場合を追加するとともに、期日前投票所の

開始時刻の繰上げ及び終了時刻の繰下げを、それぞれ二時間の範囲でできることとして

おります。 

 第五に、洋上投票制度の対象を、便宜置籍船等の船員及び実習生に拡大しております。 

 第六に、繰延べ投票の期日の告示について、少なくとも五日前に行うとされていたも

のを、少なくとも二日前としております。 

 第七に、投票所に入ることができる子供の範囲を、幼児から、児童、生徒その他の十

八歳未満の者に拡大しております。 

 なお、この法律は、公布の日から起算して三カ月を経過した日から施行することとし

ております。 

 以上が、本法案の趣旨及び概要であります。 

 何とぞ、御審議の上、速やかに御可決くださいますようお願い申し上げます。 

 以上です。 

二、 衆議院憲法審査会長報告（令和三年五月一一日） 



○細田博之君 ただいま議題となりました法律案につきまして、憲法審査会における審

査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、国民投票の投票人の投票しやすい環境を整えるため、投票人名簿等の縦覧制

度の廃止及び閲覧制度の創設、在外選挙人名簿への登録の移転の制度の創設に伴う在外

投票人名簿への登録についての規定の整備、共通投票所制度の創設、期日前投票制度の

見直し、洋上投票の対象の拡大、繰延べ投票の期日の告示の期限の見直し、投票所に入

ることができる子供の範囲の拡大等の措置を講じようとするものであります。 

 本案は、第百九十六回国会に提出され、平成三十年七月二日に本審査会に付託され、

同月五日提出者から趣旨の説明を聴取した後、継続審査に付され、その後、さきの第二

百三回国会の令和二年十一月二十六日及び十二月三日に質疑を行いました。 

 今国会では、去る四月十五日趣旨の説明の聴取を省略した後、同日、二十二日及び五

月六日質疑を行いました。 

 質疑終局後、本案に対し、立憲民主党・無所属より、国は、この法律の施行後三年を

目途に、投票人の投票に係る環境を整備するための事項並びに国民投票の公平及び公正

を確保するための事項について検討を加え、必要な法制上の措置その他の措置を講ずる

ものとする規定を附則に追加する修正案が提出され、趣旨の説明を聴取いたしました。 

 次いで、原案について内閣の意見を聴取した後、討論を行い、採決いたしましたとこ

ろ、修正案及び修正部分を除く原案はいずれも賛成多数をもって可決され、本案は修正

議決すべきものと決しました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○委員会修正の提案理由（令和三年五月六日） 

○奥野（総）委員 立憲民主党の奥野総一郎でございます。 

 ただいま議題となりました日本国憲法の改正手続に関する法律の一部を改正する法律

案に対する修正案につきまして、提出者を代表して、その趣旨を御説明申し上げます。 

 原案は、平成二十八年の改正公選法による投票環境の向上を図るための措置に倣った

七項目の法整備を行うものですが、令和元年の改正公選法により、投票環境に係る二項

目の追加改正が行われ、既に施行されているところです。 

 また、従来から申し上げているとおり、スポットＣＭの扇情的な影響力や、インター

ネット広告も含めＣＭに投じる資金の多寡が投票結果に与える影響等を踏まえると、Ｃ

Ｍや運動資金などについて一定の規制が設けられなければ、公平公正な国民投票の実施

は期待できません。これらの点その他国民投票の公平及び公正を確保するための措置に

ついては、令和元年に旧国民民主党から提出された国民投票法改正案において、一定の

措置を講ずることを定めたところですが、この法案の審議はいまだ行われていません。 

 このような積み残しの課題についても、早急に具体的な検討を開始し、一定の結論を

得る必要があると考え、本修正案を提出した次第であります。 

 以下、本修正案の内容について御説明申し上げます。 



 国は、この法律の施行後三年を目途に、追加の二項目を始めとする投票人の投票に係

る環境を整備するための事項及び国民投票運動等のための広告放送やインターネット有

料広告の制限、運動資金規制、インターネットの適正利用の確保を図るための方策その

他の国民投票の公平及び公正を確保するための事項について検討を加え、必要な法制上

の措置その他の措置を講ずるものとしております。 

 以上が、本修正案の趣旨であります。 

 何とぞ委員各位の御賛同をお願い申し上げます。 

三、参議院憲法審査会長報告（令和三年六月一一日） 

○林芳正君 ただいま議題となりました法律案につきまして、憲法審査会における審査

の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、第百九十六回国会衆議院提出によるもので、憲法改正国民投票の投票環

境を整えるため、投票人名簿等の閲覧制度の創設、在外投票人名簿への登録に係る規定

の整備、共通投票所制度の創設など七項目にわたる措置を講じようとするものでありま

す。 

 なお、衆議院で、施行後三年を目途に、投票環境の整備及び国民投票の公平公正の確

保に係る事項について検討を加え、必要な法制上の措置等を講ずるものとする旨の修正

が行われております。 

 審査会におきましては、今回の法改正の意義、衆議院修正による附則の意味内容、国

民投票運動における広告規制等の在り方、期日前投票所の投票時間の弾力化に係る課題、

国民投票におけるインターネットの活用方策等の諸問題についての質疑に加え、参考人

からの意見聴取も行われましたが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑終局後、日本維新の会を代表し松沢幹事より、附則に係る修正案が提出されまし

た。 

 次いで討論に入りましたところ、日本共産党を代表し山添幹事より原案及び修正案に

反対、立憲民主・社民を代表し打越委員より原案に賛成、修正案に反対、日本維新の会

を代表し東委員より原案及び修正案に賛成、国民民主党・新緑風会を代表し矢田幹事よ

り原案に賛成、修正案に反対の意見がそれぞれ述べられました。 

 討論を終局し、採決の結果、修正案は賛成少数をもって否決され、本法律案は多数を

もって原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

 以上、御報告申し上げます。 


